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株式会社電通総研 

 

電通総研、Microsoft 365 の業務行動データを起点とした 

「HR×AI の組織変革プログラム」を提供開始 

- 組織課題の診断から施策立案・実行支援までを一気通貫で提供 - 

 

テクノロジーで企業と社会の進化を実現する株式会社電通総研（本社：東京都港区、代表取締役社長：岩本 浩久、以

下「電通総研」）は、株式会社電通（本社：東京都港区、代表取締役 社長執行役員：松本 千里）と Microsoft 365 の業

務行動データを起点に、組織課題の診断から施策立案・実行支援までを一気通貫で提供する「HR×AI の組織変革プロ

グラム」を開発し、2026 年 4 月 14 日（火）より提供を開始します。 

 

 

本件は、電通グループの国内事業を統括・支援する dentsu Japan（ブランド：「dentsu Japan」、本拠地：東京都港区、

代表者：CEO 佐野 傑、以下「dentsu Japan」）が、日本マイクロソフト株式会社と協働で進める AI プロジェクト※1のソリュ

ーション第 1 弾となります。 

本プログラムは、Microsoft 365 上の業務行動・コミュニケーションデータを活用した組織診断を提供し、従来のサーベ

イなど主観データだけでは捉えきれなかった企業文化や人材行動の実態を客観的に可視化します。さらに、組織診断結

果を踏まえ、施策立案から実行支援、効果モニタリングまでを一貫して伴走し、人的資本経営を現場で機能する実効性

ある変革へとつなげます。 
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■ 背景 

近年、多くの企業では人的資本を中長期的な企業価値創造の源泉に位置づける取り組みが進んでいます。一方、そ

の実践では、人事システムの導入やデータ収集そのものが目的化し、「データ分析の視点が定まらない」「分析結果が施

策や現場の行動変容に結びつかない」といった課題が出ており、取り組み全体が形骸化する要因となっています。また、

従来の人材・組織分析は、サーベイを中心とした主観的な回答データに依存することが多く、実態との乖離や分析結果

の信頼性に課題がありました。 
こうした背景を踏まえ、電通総研と電通は、業務基盤として多くの企業に導入されている Microsoft 365 に蓄積される

データを活用し、組織の行動を可視化・分析することで、組織課題の特定から変革の実行までを支援する「HR×AI の組

織変革プログラム」を開発しました。 

 

■ プログラムの概要と特長 

本プログラムは、Microsoft 365 （Teams・メール・会議ログ等）に蓄積される業務データと人事・労務データやサーベイ

結果などの既存データを組み合わせて活用し、次の 3 つのプロセスを一気通貫で支援します。 

 

① 組織・人材の状態診断 

Microsoft 365 が保有する社員の業務データをもとに、組織文化の醸成度、社員間のコミュニケーション状況、業

務効率性などを可視化し、組織課題を診断。 

② 課題に応じた施策立案 

企業ごとの課題に応じて、AI を活用したより効率的な業務プロセスへのリデザインや、多様な人材が協働し、成長

できる組織文化づくりの検討。 

③ 実行支援・効果モニタリング 

AI 等のテクノロジーやコンサルティングの知見・ノウハウを活用した組織・文化変革施策の実装・実行の支援 

 

■ 電通総研の HR・データ・AI 領域における強みと今後の狙い 

電通総研は、統合 HCM ソリューション「POSITIVE」をはじめとする人事システムの構築力を基盤に、人事戦略の立案

から制度・業務設計、データ活用、そして運用定着まで幅広く支援する「トータル HR ソリューション」を展開しています。  

「HR×AI の組織変革プログラム」は、長年にわたる HR 領域の実績に、AI 活用・データ分析・データ基盤構築の知見

と実装力を掛け合わせて提供するソリューションです。 

本ソリューションを起点に、全社人事の領域にとどまらず、事業部門・現場部門が抱える組織運営、人材配置、人材育

成といった固有の課題にまで踏み込み、その整理から具体的な施策の検討までを伴走型で支援します。さらに、従来の

人事データを中心としたタレントマネジメントの枠を超え、組織内のコラボレーションデータ（会議参加状況、コミュニケー

ション頻度等のメタデータ）※2を組み合わせ、AI-Ready※3なデータ基盤を中核に構築することで、組織・部門・個人の意

思決定を支える実践的なインサイトを提供するとともに、タレントマネジメント・組織マネジメントの高度化、従業員エクス

ペリエンスの向上を実現します。 
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電通総研は、「HR×AI の組織変革プログラム」をはじめとした現場の実態に即したデータ活用と伴走型の支援を通じ

て、企業の中長期的な競争力強化と持続的な価値創造に貢献してまいります。 

 

※1 https://www.dentsusoken.com/news/release/2025/1113.html 

※2 本ソリューションでは、個人のメール・チャット本文などの情報ではなく、通信メタデータやアクティビティデータ（会議出席状況・頻度・時

間）を集計で匿名化した形で分析などを行います。 

※3 https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/humanai/2kai/siryo3-1.pdf 

※4 本データ基盤は、AI が自動的に判断や評価を行うものではなく、利用者の意思決定を支援するための参考情報を提供するものです。 

 

 

＜ご参考資料＞ 

2026 年 3 月 9 日 

国内電通グループ、人事・企業文化領域の横断コンサルティング組織「dentsu Japan Human Capital Growth センタ

ー」を設立 
2025 年 11 月 13 日 

電通総研、AI トランスフォーメーションでクライアントの事業成長を本格支援 

 

■電通総研について https://www.dentsusoken.com  

電通総研は、「HUMANOLOGY for the future～人とテクノロジーで、その先をつくる。～」という企業ビジョンの下、「シ

ステムインテグレーション」「コンサルティング」「シンクタンク」という 3 つの機能の連携により、企業・官庁・自治体や生活

者を含めた「社会」全体と真摯に向き合い、課題の提言からテクノロジーによる解決までの循環を生み出し、より良い社

https://www.dentsusoken.com/news/release/2025/1113.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/humanai/2kai/siryo3-1.pdf
https://www.dentsusoken.com/news/release/2026/0309.html
https://www.dentsusoken.com/news/release/2026/0309.html
https://www.dentsusoken.com/news/release/2025/1113.html
https://www.dentsusoken.com/
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会への進化を支援・実装することを目指しています。 

テクノロジーや業界、企業、地域の枠を超えた「X Innovation(クロスイノベーション)」を推進し、これからも人とテクノロ

ジーの力で未来を切り拓き、新しい価値を創出し続けます。 

 

＊ Microsoft、Microsoft 365、Microsoft Teams は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または商標で

す。 

＊ Microsoft 365 は、Microsoft Corporation が提供するサービスの名称です。 

＊ 本リリースに記載された会社名・商品名は、それぞれ各社の商標または登録商標です。 

 
【製品・サービスに関するお問い合わせ先】 
株式会社電通総研 クロスイノベーション本部 阿野、久保 

E-mail：g-ai@group.dentsusoken.com 
 
【本件に関するお問い合わせ先】 
株式会社電通総研 コーポレートコミュニケーション部 野瀬 

TEL：03-6713-6100 E-Mail：g-pr@group.dentsusoken.com 
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